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平成平成平成平成２５２５２５２５年度別海町財政健全化審査意見年度別海町財政健全化審査意見年度別海町財政健全化審査意見年度別海町財政健全化審査意見    

 

 

 

第１ 審査の対象 

平成２５年度一般会計及び特別会計歳入歳出決算並びに公営企業会計決算に係る 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条で定める実質赤字比率、連結実質 

赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率（以下「健全化判断比率」という。) 

並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類を審査の対象とした。 

 

第２ 審査期間 

   平成２６年８月２１日から平成２６年８月２６日まで 

 

第３ 審査の概要 

   財政健全化審査にあたっては、町長から提出された健全化判断比率及びその算定

の基礎となる事項を記載した書類について、各会計歳入歳出決算書及び付属資料等

との照合調査を行い、計数の正確性及び財政状況の健全性について審査した。 

 

 

第４ 審査の結果 

  健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、関係法令に基 

  づいて作成されており、これらにかかる各会計歳入歳出決算書及び附属資料等と照 

  合調査した結果、その計数は正確であり、それぞれの比率は早期健全化基準を下回 

っており、財政上の健全性を確保していると認められる。 

   また、是正改善を要する事項として、特に指摘すべき事項はない。 

 健 全 化 判 断 比 率                            （単位：％） 区  分 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 早期健全化基準 財政再生基準 実 質 赤 字 比 率 ― ― ― ― １３.３２  ２０.００ 連結実質赤字比率 ― ― ― ― １８.３２  ３０.００ 実 質 公 債 費 比 率 １５．３ １４．４ １３．６ １３．０ ２５.００ ３５.００ 将 来 負 担 比 率 ９８．６ ８８．１ ７４．１ ５９．５ ３５０.００        
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実実実実質赤字比率質赤字比率質赤字比率質赤字比率    

 
 実質赤字比率は、一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率で

あり、次の算定式により表される指標である。 
   算定式 
               一般会計等の実質赤字額④       実質赤字比率＝                  標準財政規模⑤ 
 
  一般会計等の実質赤字額等の状況                          （単位：千円・％） 区    分 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 歳  出  総  額（純  計）  ① 15,231,002 14,564,820 15,096,615 15,697,188 
 一   般   会   計 15,231,002 14,564,820 15,096,615 15,697,188 歳  入  総  額（純  計）  ② 15,770,135 15,071,970 15,647,922 16,146,743 
 一 般 会 計 15,770,135 15,071,970 15,647,922 16,146,743 翌年度へ繰り越すべき財源    ③ 44,872 7,075 5,273 75,646 
 一 般 会 計 44,872 7,075 5,273 75,646 実 質 赤 字 額（①－②＋③）  ④ △494,261 △500,075 △546,034 △373,909 
 一 般 会 計 △494,261 △500,075 △546,034 △373,909 標  準  財  政  規  模     ⑤ 9,803,046 9,723,300 10,061,000 10,072,162 実  質  赤  字  比  率 （④／⑤） △5.04 △5.14 △5.42 △3.71 注）１．純計は、会計相互間の繰入れ及び繰出しを除いたものである。   ２．標準財政規模は、標準的な状態で通常収入されるであろう経常的な一般財源の規模を示すもので、標準税収入額等に普通交付税額及び臨時財政対策債発行可能を加えたものである。   ３．一般会計等とは、例として大学会計、看護学校会計、損害てん補基金会計、公共事業用地費会計などで、本町においては、一般会計だけが該当となる。 
 

 

 本年度の本町の一般会計等の実質収支額は３億７，３９０万９千円の黒字であり、実

質赤字比率は、△３．７１％となっている。実質収支額が黒字である場合、実質赤字比

率は負の値で表示され、この場合は、この指標の対象とならない。 
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連結実質赤字比率連結実質赤字比率連結実質赤字比率連結実質赤字比率    
 

 

 連結実質赤字比率は、本町の全会計を対象とした実質赤字額（資金の不足額）の標準

財政規模に対する比率であり、次の算定式により表される指標である。 

 

 
  算定式 
                連結実質赤字額⑤       連結実質赤字比率＝                   標準財政規模⑥ 
 

 

本年度の連結実質赤字比率は、次表のとおりである。 

 

 連結実質赤字額等の状況                                （単位：千円・％） 区    分 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 一 般 会 計 等（純計）     ① △494,261 △500,075 △546,034 △373,909 
 一   般   会   計 △494,261 △500,075 △546,034 △373,909 一般会計等以外の特別会計のうち 公営企業に係る特別会計以外の会計  ② △109,994 △43,175 △25,347 △23,901 
 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 △55,981 △15,640 △3,724 △1,834 
 介 護 保 険 特 別 会 計 △53,027 △26,930 △20,196 △21,887 
 後期高齢者医療特別会計 △701 △279 △1,049 △20 
 介護サービス事業特別会計 △285 △326 △378 △160 法 適 用 企 業         ③ △2,909,644 △3,014,117 △3,159,401 △3,311,865 別 海 町 水 道 事 業 会 計 △2,588,190 △2,725,519 △2,850,880 △2,971,538  町 立 別 海 病 院 事 業 会 計 △321,454 △288,598 △308,521 △340,327 法 非 適 用 企 業       ④ △175 △191 △186 △160 
 下 水 道 事 業 特 別 会 計 △175 △191 △186 △160 連結実質赤字額（①＋②＋③＋④）  ⑤ △3,514,074 △3,557,558 △3,730,968 △3,709,835 標 準 財 政 規 模       ⑥ 9,803,046 9,723,300 10,061,000 10,072,162 連 結 実 質 赤 字 比 率 ⑤／⑥ △35.84 △36.58 △37.08 △36.83 
 
 

 

 本年度の本町の全会計を対象とした連結実質収支額（連結決算）は３７億０，９８３

万５千円の黒字であり、連結実質赤字比率は△３６．８３％となっている。連結実質収

支額が黒字である場合、連結実質赤字比率は負の値で表示され、この場合は、この指標

の対象とならない。 
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実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率    
 

 

 実質公債費比率は、一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規

模に対する比率であり、次の算定式により表される指標である。 

なお、この比率の意味は一般財源に対する公債費及び公債費に準じた経費の割合（３

ヶ年平均）であり、基準財政需要額に算入される部分の効果を除いたものである。この

比率が大きいほど財政運営がひっ迫していることを意味する。 

 

  算定式 
                  （元利償還金①＋準元利償還金②）－          （特定財源③＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額④）  実質公債費比率＝ の          標準財政規模⑤－元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額④                                      
                                                                            ３ヶ年平均値 
  

 

 元利償還金等の状況                           （単位：千円・％） 区    分 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 元  利  償  還  金   ① 1,907,052 1,915,127 1,893,462 1,842,758 準 元 利 償 還 金   ② 628,330 644,985 629,428 628,515 特  定  財  源     ③ 101,084 100,134 80,217 55,142 元利償還金・準元利償還金に 係る基準財政需要額算入額  ④ 1,237,596 1,271,797 1,321,864 1,341,930 標 準 財 政 規 模   ⑤ 9,803,046 9,723,300 10,061,000 10,072,162 実質公債費比率（単年度） 13.97127 14.05881 12.82517 12.30438 注）１．元利償還金は、一般会計等に係る公債費である。但し、繰上償還額及び借換債を財源として償還     した額等を除く。   ２．準元利償還金は、公営企業に要する経費の財源とする地方債の償還の財源に充てたと認められる     繰入金等である。   ３．特定財源は、公営住宅使用料等のうち公債費に充当した額である。   ４．元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額は、交付税算定において基準財政需要額     に算入された額である。 
 

 

 

 

  本年度の実質公債費比率は、次表のとおりである。 
 

 実質公債費比率 
(単年度) 実質公債費比率 （３ヶ年平均） 平成２３年度 14.05881 平成２４年度 12.82517 平成２５年度 12.30438  13.0 
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将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率    
 

 

 将来負担比率は、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する

比率であり、次の算定式により表される指標である。 

 

  算定式 
            将来負担額①－充当可能財源等②   将来負担比率＝          標準財政規模③－元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額④ 
 
 
 
本年度の将来負担比率は、次表のとおりである。 
 
 将来負担額等の状況                                                 （単位：千円・％） 区    分 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 将  来  負  担  額      ① 23,599,128 23,382,908 23,248,653 22,466,577 地方債の現在高（一般会計等） 16,385,636 16,029,358 15,780,028 15,418,982 債務負担行為に基づく支出予定額 346,461 264,684 215,762 171,710 公 営 企 業 債 等 繰 入 見 込 額 3,316,704 3,713,276 3,693,864 3,470,075 組 合 等 負 担 等 見 込 額 1,410,203 1,255,513 1,519,054 1,396,619 退 職 手 当 負 担 見 込 額 2,140,124 2,120,077 2,039,945 2,009,191 設立法人の負債額等負担見込額 0 0 0 0 連 結 実 質 赤 字 額 0 0 0 0 
 

組合連結実質赤字額負担見込額 0 0 0 0 充 当 可 能 財 源 等      ② 15,147,981 15,934,055 16,769,087 17,267,098 充 当 可 能 基 金 2,921,898 3,320,933 3,787,223 4,425,636 充 当 可 能 特 定 歳 入 1,047,403 930,643 698,452 583,646  基 準 財 政 需 要 額 算 入 見 込 額 11,178,680 11,682,479 12,283,412 12,257,816 標 準 財 政 規 模        ③ 9,803,046 9,723,300 10,061,000 10,072,162 元利償還金・準元利償還金に係る基準 財政需要額算入額           ④ 1,237,596 1,271,797 1,321,864 1,341,930 将 来 負 担 比 率（①－②／③－④） 98.6 88.1 74.1 59.5 注）１．公営企業債等繰入見込額は、一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てるための一般会計     等からの繰入見込額である。   ２．組合負担等見込額は、組合の地方債の元金償還に充てるための負担等見込額である。   ３．退職手当負担見込額は、退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち一般会計等     の負担見込額である   ４．充当可能基金は、将来負担額に充当可能な基金のうち、現預金、国債等で保有しているものであ     る。   ５．充当可能特定歳入は、公営住宅使用料等のうち地方債償還に充当可能な特定の歳入の見込額に相     当する額である。   ６．元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額は、交付税算定において基準財政需要額     に算入される額である。 
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平成平成平成平成２２２２５５５５年度別海町下水道事業特別会計経営健全化審査意見年度別海町下水道事業特別会計経営健全化審査意見年度別海町下水道事業特別会計経営健全化審査意見年度別海町下水道事業特別会計経営健全化審査意見    

 

 

 

第１ 審査の対象 

   平成２５年度決算に基づき算定された資金不足比率およびその算定の基礎とな

る事項を記載した書類  

 

 

第２ 審査期間 

   平成２６年８月２１日から平成２６年８月２６日まで 

 

 

第３ 審査の概要 

 

   この経営健全化審査は、町長から提出された資金不足比率及びその算定の基礎と

なる事項を記載した書類が適正に作成されているかどうかを主眼として実施した。 

 

 

第４ 審査の結果 

   

   審査に付された下記、資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書 

  類は、いずれも適正に作成されているものと認められる。 

                                      （単位：％） 区  分 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 経営健全化基準 備 考 資金不足比率 ― ― ― ― ２０.０ 資金不足比率なし 
 

  経営健全化基準は２０.０％であるが、本会計において本年度の資金不足比率はな 

 く、健全な状態にあると認められる。 

  また、是正改善を要する事項として、特に指摘すべき事項はない。 
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資金不足比率資金不足比率資金不足比率資金不足比率 

 
 
   
 資金不足比率は、公営企業の資金の不足額をその公営企業の事業の規模で除した数値

であり、法非適用企業においては、次の算定式により表される指標である。 
 
 
  算定式                  資金不足額     資金不足比率＝               事業の規模 
 
 
 
本年度の資金不足比率は、次表のとおりである。 
 
 法非適用事業                                  （単位：千円・％） 区    分 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 資金の不足額（①＋②－（③－④）） △175 △191 △186 △160 歳   出    額    ① 523,716 525,716 504,992 566,951 算 入 地 方 債    ② 0 0 0 0 歳 入 額    ③ 523,891 525,907 505,178 567,111  翌年度へ繰り越すべき財源 ④ 0 0 0 0 事業の規模（⑤－⑥） 158,302 156,587 154,652 152,613 営業収益に相当する額   ⑤ 158,302 156,587 154,652 152,613  受託工事収益に相当する額 ⑥ 0 0 0 0 資金不足比率 ― ― ― ― 注）算入地方債は、建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の現在高である。 
 
 
 
 
  本年度の下水道事業特別会計においては、資金の不足は生じていないことから、この

場合は、この指標の対象とならない。 
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平成平成平成平成２２２２５５５５年度別海町水道事業会計経営健全化審査意見年度別海町水道事業会計経営健全化審査意見年度別海町水道事業会計経営健全化審査意見年度別海町水道事業会計経営健全化審査意見    

 

 

 

第１ 審査の対象 

   平成２５年度別海町水道事業会計における資金不足比率及びその算定の基礎と 

  なる事項を記載した書類 

 

 

第２ 審査期間 

   平成２６年８月２１日から平成２６年８月２６日まで 

 

 

第３ 審査の概要 

 

   この経営健全化審査は、町長から提出された資金不足比率及びその算定の基礎と 

  なる事項を記載した書類が適正に作成されているかどうかを主眼として実施した。 

 

 

第４ 審査の結果 

   

   審査に付された下記、資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書 

  類は、いずれも適正に作成されているものと認められる。 

                                        （単位：％） 区  分 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 経営健全化基準 備 考 資金不足比率 ― ― ― ― ２０.０ 資金不足比率なし 
 

 経営健全化基準は２０.０％であるが、本会計において本年度の資金不足比率はなく、

健全な状態にあると認められる。 

 また、是正改善を要する事項として、特に指摘すべき事項はない。 
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資金不足比率資金不足比率資金不足比率資金不足比率 

 
   
 資金不足比率は、公営企業の資金の不足額をその公営企業の事業の規模で除した数値

であり、法適用企業においては、次の算定式により表される指標である。 
 
 
  算定式                  資金不足額     資金不足比率＝               事業の規模 
 
 
本年度の資金不足比率は、次表のとおりである。 
 
 法適用事業                                 （単位：千円・％） 区    分 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 資金の不足額(①＋②－③) △2,588,190 △2,725,519 △2,850,880 △2,971,538 流 動 負 債   ① 9,675 10,261 10,468 11,660 算 入 地 方 債   ② 0 0 0 0  流  動  資  産   ③ 2,597,865 2,735,780 2,861,348 2,983,198 事業の規模（④－⑤） 646,980 649,710 648,473 637,816 営 業 収 益 の 額   ④ 665,806 668,087 663,214 657,033  受託工事収益の額   ⑤ 18,826 18,377 14,741 19,217 資金不足比率 ― ― ― ― 注）算入地方債は、建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の現在高である。 
 
 
 
 
 
 

 本年度の水道事業会計においては、資金の不足は生じていないことから、この場合は、

この指標の対象とならない。 
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平成平成平成平成２２２２５５５５年度年度年度年度町立町立町立町立別海病院事業会計経営健全化審査意見別海病院事業会計経営健全化審査意見別海病院事業会計経営健全化審査意見別海病院事業会計経営健全化審査意見    

 

 

 

第１ 審査の対象 

   平成２５年度町立別海病院事業会計における資金不足比率及びその算定の基礎

となる事項を記載した書類 

 

 

第２ 審査期間 

   平成２６年８月２１日から平成２６年８月２６日まで 

 

 

第３ 審査の概要 

 

   この経営健全化審査は、町長から提出された資金不足比率及びその算定の基礎と 

  なる事項を記載した書類が適正に作成されているかどうかを主眼として実施した。 

 

 

第４ 審査の結果 

   

   審査に付された下記、資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書 

  類は、いずれも適正に作成されているものと認められる。 

                                      （単位：％） 区  分 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 経営健全化基準 備 考 資金不足比率 ― ― ― ― ２０.０ 資金不足比率なし 
 

  経営健全化基準は２０.０％であるが、本会計において本年度の資金不足比率はな 

 く、健全な状態にあると認められる。 

  また、是正改善を要する事項として、特に指摘すべき事項はない。 
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資金不足比率資金不足比率資金不足比率資金不足比率 

   
 

 資金不足比率は、公営企業の資金の不足額をその公営企業の事業の規模で除した数値

であり、法適用企業においては、次の算定式により表される指標である。 
 
 
  算定式                  資金不足額     資金不足比率＝               事業の規模 
 
 
本年度の資金不足比率は、次表のとおりである。 
 
 法適用事業                                （単位：千円・％） 項    目 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 資金の不足額（①＋②－③） △321,454 △288,598 △308,521 △340,327 流 動 負 債   ① 403,600 69,686 69,712 87,713 算 入 地 方 債   ② 0 0 0 0  流  動  資  産   ③ 725,054 358,284 378,233 428,040 事業の規模（④－⑤） 1,017,399 1,007,284 1,034,912 1,126,554 営 業 収 益 の 額    ④ 1,017,399 1,007,284 1,034,912 1,126,554  受託工事収益の額    ⑤ 0 0 0 0 資金不足比率 ―  ― ― ― 注）算入地方債は、建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の現在高である。 
 

 

 

 

 本年度の病院事業会計においては、資金の不足は生じていないことから、この場合は、

この指標の対象とならない。 

 

 

 

 


